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今後，中心市街地の活性化を推進するにあたっては，長期的な展望のもと，社会情勢や

事業の進捗などを踏まえて，中心市街地活性化のロードマップを検討し，Plan（計画），Do

（実施），Check（評価），Action（見直し）により進行管理を行い，適宜，計画の見直しを

図っていくことが必要です。 

また，今回策定する「大子町中心市街地活性化基本計画」は，国で策定している中心市

街地活性化法における基本計画とは異なるものですが，本計画の策定をきっかけに，中心

市街地活性化法における認定を目指し，計画の見直しを図っていくことが望ましいと考え

ます。 

国の認定制度である「中心市街地活性化基本計画」の認定を受けることで，様々な補助

を受けることが可能となり，中心市街地活性化に向けて大きな後押しとなります。 

 

（１）認定制度 

国の認定制度である「中心市街地活性化基本計画」の概要は以下となっています。 
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6 今後の進め方 
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（２）認定後の支援内容 

認定を受けることで，以下の支援を受けることが可能となります。 

 

①市街地の整備改善 

ア 法に定める特別措置 

土地区画整理事業の換地計画において定める保留地の特例（法第 16条） 

路外駐車場についての都市公園の占用の特例（法第 17条） 

中心市街地公共空地等の設置及び管理（法第 18 条，第 19条） 

事業用地適正化計画の認定の特例（法第 20条） 

 

イ 認定と連携した支援措置  

（ｱ）認定と連携した特例措置  

社会資本整備総合交付金 都市再生整備計画事業 

 市街地再開発事業等 

 都市再生土地区画整理事業 

 都市・地域交通戦略推進事業 

民間都市開発推進機構による民間都市開発事業の支援 

都市開発資金（用地先行取得資金（中心市街地活性化促進用地）） 

 

（ｲ）認定と連携した重点的な支援措置   

社会資本整備総合交付金 道路事業（区画） 

 道路事業 

 道路事業（街路） 

 都市公園事業 

 下水道事業，都市水環境整備下水道事業 

 河川事業 

 住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業 

 住宅市街地基盤整備事業 

 バリアフリー環境整備促進事業 

 都市環境維持・改善事業資金 

 優良建築物等整備事業 

 住宅市街地総合整備事業 

 地域住宅計画に基づく事業 

まちづくり計画策定担い手支援事業 

 

ウ 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置  

社会資本整備総合交付金 道路事業 

 道路事業（街路） 

 河川事業 
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（農林水産省） 集落基盤整備事業 

 地域用水環境整備事業 

（文部科学省） 文化財建造物保存修理等事業 

 伝統的建造物軍保存修理等事業 

 

 

②都市福利施設の整備 

ア 法に定める特別措置 

土地区画整理事業の換地計画において定める保留地の特例（法第 16条） 

 

イ 認定と連携した支援措置  

認定と連携した特例措置  

社会資本整備総合交付金 暮らし・にぎわい再生事業 

 都市再生整備計画事業 

 

ウ 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置 

（厚生労働省） 医療提供体制施設整備交付金 

 社会福祉施設等施設整備費補助金 

 安心こども基金 

 保育環境改善等事業 

 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 

（文部科学省） 公立文教施設の整備 

 

 

③街なか居住の推進 

ア 法に定める特別措置 

中心市街地共同住宅供給事業（法第 22条～第 34条） 

地方住宅供給公社の設立の要件に関する特例（法第 35条） 

土地区画整理事業の換地計画において定める保留地の特例（法第 16条） 

 

イ 認定と連携した支援措置  

（ｱ）認定と連携した特例措置  

街なか居住再生ファンド 

社会資本整備総合交付金 都市再生整備計画事業 

 

（ｲ）認定と連携した重点的な支援措置 

社会資本整備総合交付金 優良建築物等整備事業 

 住宅市街地総合整備事業 

 地域住宅計画に基づく事業 

 住宅市街地基盤整備事業 
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ウ 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置 

（厚生労働省） 地域支援事業交付金 

 

 

④商業の活性化 

ア 法に定める特別措置  

（経済産業省） 大規模小売店舗立地法の特例（第一種大規模小売店舗立地

法特例地域）（法第 36 条，第 37 条） 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構の行う商業活性化 

業務（法第 38条，第 42条） 

 中小小売商業高度化事業に係る特定民間中心市街地活性

化事業計画の主務大臣認定（法第 7条第 7項，第 40 条） 

 特定商業施設等整備事業に係る特定民間事業計画の主務

大臣認定（法第 7条第 8項，第 40条，第 42条関係） 

 中小企業信用保険法の特例（法第 43 条） 

（総務省・経済産業省） 地方税の不均一課税に伴う措置（法第 48 条） 

 

イ  認定と連携した支援措置 

（ｱ）認定と連携した特例措置 

社会資本整備総合交付金 都市再生整備計画事業 

（経済産業省） 戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金 

 中心街再生事業における低利融資（企業活力強化貸付（企業

活力強化資金） 

 中小小売商業高度化事業の用に供する土地を譲渡した際の譲

渡所得の特別控除 

（総務省） 中心市街地活性化ソフト事業 

 中心市街地再活性化特別対策事業 

 

（ｲ）認定と連携した重点的な支援措置 

（経済産業省） 中心市街地商業活性化診断・サポート事業 

 中心市街地商業活性化アドバイザー派遣事業 

 

ウ 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置 

（経済産業省） 中心市街地商業等活性化支援業務のうち，診断・助言事業及

び人材育成事業 

 中心市街地・商店街に出店・事業を行う中小小売商業者等の

設備投資資金等に対する低利融資（企業活力強化貸付（企業

活力強化資金）） 

 大規模小売店舗立地法の特例（第二種大規模小売店舗立地法

特例区域） 
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（農林水産省） 卸売市場施設整備対策 

 

 

⑤公共交通機関，特定事業等 

ア 法に定める特別措置  

共通乗車船券（法第 39条） 

乗合バスの利用者の利便の増進のための事業に係る特定民間事業計画の主務大臣

認定（法第 7条第 9項第 3号，第 46 条） 

貨物運送効率化事業に係る特定民間事業計画の主務大臣認定（法第 7条第 9項第

4号，第 47 条） 

（経済産業省） 都市型新事業に係る特定民間事業計画の主務大臣認定（法第

7 条第 9項第 1号） 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構の行う都市型新事業立地

促進業務（法第 38条） 

（農林水産省） 中心市街地食品流通円滑化事業に係る特定民間事業計画の主

務大臣認定（法第 7条第 9項第 2号第 44 条，第 45 条） 

 

イ 認定と連携した支援措置  

（ｱ）認定と連携した特例措置  

社会資本整備総合交付金 都市再生整備計画事業 

 都市・地域交通戦略推進事業 

 

（ｲ）認定と連携した重点的な支援措置  

社会資本整備総合交付金 道路事業（街路） 

都市環境改善支援事業 

 

ウ 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置 

社会資本整備総合交付金 道路事業（街路） 

鉄道駅総合改善事業費補助 

地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通確保維持事業／地域公共交通バリ

ア解消促進等事業／地域公共交通調査事業） 

踏切保安設備整備費補助 

地下鉄など鉄道整備に対する補助（都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道／空

港アクセス鉄道等），幹線鉄道等活性化事業費補助） 

都市鉄道利便増進事業費補助 

観光地域づくりプラットフォーム事業 

地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備 

（経済産業省） 成長産業・企業立地促進等施設整備費補助事業 

 電源地域産業関連施設等整備費補助事業 

（総務省） 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 
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